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 当団体は、貴社に対し、２０１２年１０月３０日付の申入書にて、貴社が設定、運用を

おこなう投資信託商品のうちの一部について、交付目論見書の表示変更を申入れました。 

 その後、当団体は、貴社から、２０１２年１１月２８日付の申入書に対する回答を受領

いたしました。当団体にて、貴社の回答内容を検討した結果、一部見解に違いがあるもの

の、結論においては、当団体が問題視していた表示を変更する具体的な方針が示されてい

ることから、当団体の申入れの趣旨に沿った回答と判断いたしました。 

 また、自主規制機関である社団法人投資信託協会からは、２０１２年１２月１４日付で、

当団体の申入れの趣旨に沿った「交付目論見書の作成に関する規則」等の一部改正案が示

されたことから、業界を挙げて、問題視していた表示が変更される期待が相当程度高まっ

た、と考えています。 

 従いまして、今回の申入れ活動の目的は達せられたと考え、今回の申入れ活動を終了す

ることにいたしましたので、お知らせいたします。 

 なお、２０１３年１月１５日を基準日として、当団体が、貴社ウェブサイトを通じて今

回の申入れ対象商品の交付目論見書を入手し検討したところ、残念ながら、当団体の申入



 

 

れの趣旨に沿った表示の変更を確認する事ができませんでした。貴社の回答によれば、目

論見書の定期改訂時（２月２６日、３月１６日を予定）に、「為替ヘッジ等」の文言の変

更を行う、とされています。従いまして、当団体は、改訂が予定されている時期以降に、

再度交付目論見書を入手し、その内容を検討することを予定しております。予定されてい

る検討の結果、表示の変更が不十分であるとの結論に至った場合には、再度、貴社に対し、

お問い合わせ、申入れ等の対応をとらせていただくことがあることを付言いたします。 
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